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岐阜県 

〈立地企業に対する税制上の優遇措置〉 

条 例 名 
制定年

月 
対象者の要件 対象地域 事業税 固定資産税 不動産取得税 

過疎地域における岐阜県税の特

例 に関する条例 

S45.11 ○工業生産設備取得額 2,700万円超 過疎地域 ○３年間 

○課税免除 

○３年間 

○課税免除 

○取得時 

○課税免除 

岐阜県企業立地の促進のための

不動産取得税の税率の特例に関

する条例 

H26.4 ○岐阜県企業立地促進事業補助金の対象者の要件

Ｇで採択された事業 

県内全域 ― ― ○取得時 

○不均一課税(軽

減税率 1/3) 

岐阜県地方活力向上地域におけ

る事業税及び不動産取得税の税

率の特例に関する条例 

H27.10 ○地方活力向上地域特定業務施設整備計画の県の

認定（R6.3.31まで） 

○認定日の翌日から３年間に特別償却設備（3,80

0万円（中小企業者:1,900万円）以上）を新設、

増設 

○地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認

定を受ける事業者 

地方活力向上地

域 

＜移転型のみ＞ 

○３年間 

○不均一課税〈軽減率〉 

１年目1/2、 

２年目3/4 

３年目7/8 

― ○取得時 

○課税免除 

 

〈補助金・助成金・奨励金〉 

条例名・ 

制度名 

制定 

年月 
対象者 対象者の要件 対象地域 

交    付    条    件 

補助対象 

事業等 
補助額等 限度額 

岐阜県企業立地

促進事業補助金 

H17.8 立地企業 土地、建物又は償却資産を取得する場合 

ソフトウエア業、情報処理サービス業、情報提供

サービス業、ソリューションセンター 

①初期投下固定資産額 ５千万円以上 

県内全域 事業所の設置 初期投下固定資産額の1/10以

内の額（既存敷地または県内

での再立地の場合にあって

は、0.5/10以内） 

○５億円 

○県営工業団地

への立地の場

合は10億円 



②新規地元常用雇用者 ５人以上 

事業所を賃借する場合 

ソフトウエア業、情報処理サービス業、情報提供

サービス業、ソリューションセンター 

①初期投下固定資産額 ― 

②新規地元常用雇用者 ５人以上 

操業後60ヶ月以内の次に掲げ

る額 

・事業所賃借料の1/2以内 

・通信回線使用料の1/2以内 

・新規地元常用雇用者1名につ

き30万円 

○３億円 

（60ヶ月の通算

額） 

土地､建物又は償却資産を取得する場合 

バイオテクノロジー、ナノテクノロジーまたはＶ

Ｒ技術を利用する事業 

①初期投下固定資産額 １億円以上 

②新規地元常用雇用者 ５人以上 

研究所の設置 

 

初期投下固定資産額の1/10以

内の額（既存敷地または県

内の再立地の場合にあって

は、0.5/10以内） 

○５億円 

○県営工業団地

への立地の場

合は10億円 

土地､建物又は償却資産を取得する場合 

 サプライチェーン対策事業 

①初期投下固定資産額 ３億円以上 

②新規地元常用雇用者 10人以上 

（県内再立地の場合は５人以上） 

工場の設置 

土地､建物又は償却資産を取得する場合 

バイオテクノロジー、ナノテクノロジーまたはＶ

Ｒ技術を利用する事業、航空宇宙産業(民需に限

る)、新エネルギー関連産業、食料品関連産業、医

薬品関連産業、医療・福祉機器関連産業、知事特認

事業 

①初期投下固定資産額 ３億円以上 

②新規地元常用雇用者 10人以上 

（県内再立地の場合は５人以上） 

土地、建物又は償却資産を取得する場合 過疎地域自



一般製造業 

①初期投下固定資産額 ３億円以上 

②新規地元常用雇用者 10人以上 

（中小企業かつ県内での再立地の場合は5人以

上） 

立促進特別

措置法の適

用区域及び

県営工業団

地－Ａ 

土地､建物又は償却資産を取得する場合 

一般製造業 

①初期投下固定資産額 10億円以上 

（中小企業の場合は５億円以上） 

②新規地元常用雇用者 10人以上 

（中小企業かつ県内での再立地の場合は５人以

上） 

Ａ以外の区

域 

土地､建物又は償却資産を取得する場合 

植物工場 

①初期投下固定資産額 10億円以上 

②新規地元常用雇用者 10人以上 

県内全域 植物工場の設

置 

○５億円 

土地､建物又は償却資産を取得する場合 

 半導体関連産業の工場 

①初期投下固定資産額 ３億円以上 

②新規地元常用雇用者 10人以上 

（県内再立地の場合は5人以上） 

デジタル関連

施設の設置 

 

○５億円 

○県営工業団地

への立地の場

合は10億円 

土地､建物又は償却資産を取得する場合 

データセンター 

①初期投下固定資産額 ３億円以上 

②新規地元常用雇用者 ５人以上 



事業所を賃借する場合 

データセンター 

①初期投下固定資産額 ― 

②新規地元常用雇用者 ５人以上 

操業後60ヶ月以内の次に掲げ

る額 

・事業所賃借料の1/2以内 

・通信回線使用料の1/2以内 

・新規地元常用雇用者1名につ

き30万円 

○３億円 

（60ヶ月の通算

額） 

土地､建物又は償却資産を取得する場合 

道路貨物運送業、倉庫業、卸売業等 

①初期投下固定資産額 10億円以上 

②新規地元常用雇用者 10人以上 

物流施設の設

置 

初期投下固定資産額の1/10以

内の額（既存敷地または県内

の再立地の場合にあっては、

0.5/10以内） 

○５億円 

事業所を賃借する場合 

道路貨物運送業、倉庫業、卸売業等 

①初期投下固定資産額 ― 

②新規地元常用雇用者 10人以上 

操業後12ヶ月以内の次に掲げ

る額 

①事業所賃借料の1/2以内 

②新規地元常用雇用者1名につ

き30万円 

○①500万円 

①＋②６千万

円 

（12ヶ月の通算

額） 

岐阜県大規模空

き工場企業誘致

補助金 

H25.4 立地企業 閉鎖した大規模工場（敷地面積5ha以上かつ延床面

積4ha以上）の土地、建物等を利活用する場合 

製造業、情報通信業、情報通信技術利用業、運輸

業、卸売業、自然科学研究所及びこれらの機能を有

する事業所並びに植物工場、クリーニング工場、メ

ンテナンス（整備・修理）工場の設置 

①初期投下固定資産額 要件なし 

②新規地元常用雇用者 100人以上 

県内全域 事業所の設置 初期投下固定資産額の1/10以

内の額 

○10億円 

岐阜県本社機能

移転促進事業補

助金 

H27.10 立地企業

(県外本

社) 

土地、建物及び償却資産を取得する場合【Ａ】 

①初期投下固定資産額 2,500万円以上 

（中小企業：1,000万円以上） 

②新規地元常用雇用者 ５人以上 

県内全域 本社機能を有

する事業所の

設置 

 

初期投下固定資産額の1/10以

内の額 

○５億円 



※各補助の詳細につきましては、県ホームページをご覧ください。https://www.pref.Ⅽgifu.lg.jp/page/3836.html（岐阜県ホームページ：立地企業への優遇措置） 

 

（中小企業：２人以上） 

本社機能を有する事業所を賃借する場合【Ｂ】 

①初期投下固定資産額 要件なし 

②新規地元常用雇用者 ５人以上 

（中小企業：２人以上） 

操業等後60ヶ月以内の事務所

賃借料の1/2以内の額 

○３億円 

（60ヶ月の通算

額） 

 

Ａ・Ｂのうち東京23区から本社機能を移転し、移転

常用雇用者10人以上の場合 

・事業所移転費、従業員転居

費、従業員住宅借上費、シ

ャトルバス借上費、機器リ

ース料の1/2以内 

・従業員住宅取得費の1/10以

内（新設増設に限る） 

【事業所を賃借する場合】 

・事務所改装費の1/2以内 

○Ａ・Ｂに上乗

せ５億円 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/3836.html
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